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１．研修の流れ

1. 研修員募集開始

2. 研修申込

3. 研修実施

4. 研修修了

受託費算出

受託費請求

受託費清算

5. 終了

研修実施計画
▶HP※『研修情報』ー『令和〇年度 研修実施計画』に募集案内等掲載

受託事務処理：地方自治体または民間企業ご所属の研修生のみ該当
▶本書後貢添付『受託事務処理規則等」参照
▶令和４年度以前まで申込にあたって必要だった試験研究依頼書の提出が
令和５年度から不要となりました。詳しくは本書後頁を参照して下さい。

※HP…『国土技術政策総合研究所‐横須賀庁舎‐』本ホームページを指します

研修申込
▶（１）原則：研修申込フォーム又はメールでの申込
・国土交通省職員は募集開始時期になると申込のためのリンクを開くことが
できます（各研修ごとにリンクあり）HP『研修情報』ー『令和〇年度 研修実
施計画』ー『令和〇年度計画の概要』－『申込フォーム入力リンク』欄URL
・国土交通省職員の方はメールにて申込ができます。
▶（２）例外：研修申込方法によらない
各窓口ご担当者様宛に個別に案内等実施
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研修員の募集が開始されましたら、「令和○年度研修実施計画（〇月〇日現在）」に

当該研修概要及び研修申込フォームリンクなどを掲載します。下記の手順①～③でご確認ください。

①国総研のHP『研修情報』をクリックすると、研修案内のページが表示

されます。当該年度の研修実施計画はHPの『研修情報』→『令和〇年

度研修実施計画（〇月〇日現在）』をクリックする事で閲覧することが

できます（例 左図 リンク①） 。

②『令和〇年度研修実施計画（〇月〇日現在）』中の研修の概要にあ

る、研修毎のリンク（例 左図 リンク②）で実施要領や日程表が誰で

も確認できます。（募集期間外や申込フォームによらない募集の場合

は、リンクは開きません）。

【（令和〇年度） 研修実施計画に記載されている情報】

・研修計画の概要 ・研修実施日 ・研修員申込期間

・研修員の対象となる範囲（参加可能の別）

・フォーム入力リンク（←研修申込フォームへのアクセスが可能） etc..

(HPの掲載例 ※図は令和４年度のもの）

※リンク①

(HPの掲載例 ※（図は令和７年度研修実施計画）

【注意】

◎実施日又は研修員募集期間等変更になる場合もあります。

◎地方自治体または民間企業の方が対象となっている場合も、参加

を保証するものではありません（研修員上限数を超過している場合は、

ご参加をお断りする場合もあります）。

3※リンク②

２．研修員募集開始



①国土交通省職員
本省職員

地方整備局職員

国総研職員 など

申込完了

③地方自治体・空港会

社・国際戦略港湾運営

会社

※空港会社のグループ企業

を含む

④空港会社・国際戦略港
湾運営会社を除く民間企
業

申込フォーム入力
当所HPから研修申込書をダ

ウンロードしていただき、該
当するコースの申込フォーム
リンクより、記載した研修申
込書をアップロードし、手順
に沿って提出して下さい。

（１）研修申込方法について～全体の流れ～

各研修の申込リンクは各研修員募集開始時期に閲覧可能となります（前貢『１．研修員募集開始』を参照）

※セキュリティの関係から令和６年度まで行っていたフォームでの入力が不可となりました。

【全体の流れ】
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Ｐ5～ Ｐ6～ Ｐ6～

②他省庁職員
沖縄総合事務局職員 など

Ｐ6～

申込用紙メール送信
当所HPから研修申込書をダウンロードしていただき、必要事項を記載した上、メールにて申込をして
下さい。※メールの件名は該当する研修名を記載して下さい。

例：令和○年度○○コース申込

３．研修申込



（１）研修申込方法について －フォームの入力方法－

ア 当所HP 「研修情報」から研修申込書をダウンロードして下さい。

イ ダウンロードした「研修申込書」の必要事項を記載して下さい。

ウ 参加したい研修（令和○年度 研修実施計画（方針・日程表））の
一覧表に記載しているリンク先から上記でダウンロードして必要事項を
記載したエクセルファイルをアップロードして提出して下さい。
※研修員募集期間外または研修申込フォームによらない募集方法の
場合は、リンクは開きません。

申込フォームリンク

①国土交通省の方
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研修申込書リンク

ファイルのアップロード

３．研修申込



（１）研修申込方法について －フォームの入力方法－

ア 設問に沿って回答し『最終確認』をした上で、送信ボタンを押
下します。

イ 回答の送信が完了すると、左図のとおり『回答が送信されまし
た』とメッセージが表示されます。

※本申込に関するご自身の回答内容を保存したい場合、回答
送信完了画面に表示される『回答のPDFを印刷または入手す
る』ボタンを押下するとPDFファイルとしてご使用の端末に保存す
る事ができます。
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①国土交通省の方

３．研修申込



（１）研修申込方法について －メールでの申込方法－

ア 当所HP 「研修情報」から研修申込書をダウンロードして下さい。

イ ダウンロードした「研修申込書」の必要事項を記載して下さい。

ウ 「国総研横須賀 研修」のメールアドレス（当所HP 「研修情報」に
記載）まで必要事項を記載した「研修申込書」を添付して申し込み下さい。

②他省庁・地方自治体・空港会社（グループ企業含む） ・国際戦略港湾運営会社及び民間企業の方
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研修申込書リンク

参考 【受託費負担について】
・地方公共団体や民間企業が研修に参加する場合、「国土交通省受託事務処理規則」に基づき、
謝金等講師に係る費用負担が発生し、当該費用を受託費として納入頂きます。
・研修終了後に経費を算定し次第、精算内訳書及び納入告知書を送付しますので、告知書に
記載された期限までに納入頂きますようお願い致します。

※なお、経費の算定には時間を要する場合がありますので、ご了承ください。
※研修のカリキュラムによっては、費用負担が不要の場合がありますが詳細については
国総研へお問い合わせください。
※本書後貢『受託事務処理規則等」参照

３．研修申込



（１）研修申込方法について －メールでの申込方法－

エ 受託費に関する事項として「研修申込書」の納入告知関係を記載して下さい。
※ご入力いただいたデータを元に、納入告知書（請求書）等書類を作成またはご連絡等しますので、
誤入力にご注意下さい。

②地方自治体・空港会社（グループ企業含む） ・国際戦略港湾運営会社及び民間企業の方
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参考
『債務者名』記載の仕方について

債務者名とは、納入告知書上の宛名となります

●地方自治体のご所属の方（※港湾管理者を除く）

【原則】 都道府県知事、市区町村長止めで記載

●港湾管理者等ご所属の方

【原則】 組織名のみ記載

●空港会社（グループ企業含む）
・国際戦略港湾運営会社及び民間企業のご所属の方

【原則】 会社名のみで可

※法人名称（株式会社、有限会社、一般財団法人など）は省略可→（株）、（一社）など

《共通の注意事項》
◎事務処理上、債務者名に部署名や役職等記載が必要な場合はその旨お知らせ下さい

【受託費に関する設問例】

・債権者名

・納入告知書取扱担当部署住所

・納入告知書取扱担当部署名

・納入告知書取扱担当者苗字

・納入告知書担当者連絡先 etc...

３．研修申込



（２）例外：研修申込フォームによらない申込方法

研修参加対象となる関係機関のご担当者様に別途ご連絡します。

例 行政実務者向けの研修など

３．～５．の手続きについては、研修毎に必要な連絡等を行います
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３．研修申込

４．研修実施以降の手続きについて


